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１.  介護離職問題と介護人材確保問題
　介護離職の問題が注目されるなか、2016年
に「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定
され、目標の一つに「介護離職ゼロ」が掲げ
られた。また、そのための対策として「介護
人材の確保」が示され、実施されてきている。
2018年5月には厚生労働省によって、「第7期
介護保険事業計画に基づく介護人材の必要
数」が示された。これによれば2020年度末に
は約216万人、2025年度末には約245万人の介
護人材を確保する必要があると推計されてい
る。2016年度の190万人に加えて、2025年ま
でに毎年６万人程度の介護人材を新たに確
保し続けていかなければならない見通しであ
る。
　以下、本レポートでは介護現場および国が

取り組む介護人材確保に関する対策の実態と
課題について、関連するデータを取り上げな
がらみていきたい。

２.  介護労働者の離職理由と働くうえでの悩
み・不満

　従来、介護人材の確保に関連して離職率
の高さが着目されてきた。近年はわずかに改
善傾向ではあるものの（図表１）、今後さら
なる人材確保が求められる介護分野において
は、依然として課題であることに変わりはな
い。では、どのような理由で介護労働者は離
職しているのだろうか。
　介護労働安定センター（2019b）によれば、
介護労働者が「前職（介護関係の仕事）を
やめた理由」（複数回答）として最も高い割
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図表１　採用率と離職率の推移（単位：％）

出所：介護労働安定センター「平成30年度介護労働実態調査の結果」より
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合で挙げたのは「職場の人間関係に問題があ
ったため」（22.7％）であり、続いて「結婚・
出産・妊娠・育児のため」（20.3％）、「他に良
い仕事・職場があったため」（17.6％）、「法人
や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満
があったため」（16.5％）、「収入が少なかった
ため」（16.4％）、「自分の将来の見込みが立
たなかったため」（16.3％）等であった。
　筆者らが2016年に行ったアンケート調査1

においても、同僚・上司との関係性の問題、
すなわち職場の人間関係を理由に離職を考え
たことがあるとの回答が多数みられた。その
内容を具体的にみると、同僚との間では「意
見が合わない」「思いが伝わらない」「連携で
きない」「いじめがあった」等の理由で、上
司との間では「上司との考え方の違い」「理
不尽な対応があった」「信頼されない」「モラ
ハラ、パワハラ」「守ってくれない」等の理
由で離職意向につながっている実態があっ
た。
　また介護労働安定センター（2019b）より「労
働条件・仕事の負担に関する悩み・不安・不
満」（複数回答）をみると、全体2では「人手
が足りない」（54.2％）が最も高く、「仕事内
容のわりに賃金が低い」（39.1％）、「有給休
暇が取りにくい」（31.5％）、「身体的負担が大
きい（腰痛や体力に不安がある）」（30.2％）、「精
神的にきつい」（26.3％）が続いている。
　人手不足が感じられる場面はサービスの事
業種別によって異なるが、特別養護老人ホー
ムなどの入所施設では特に入浴・食事の支援
の場面で生じやすい。上記施設では利用者の
要介護度が高く、日常の様々な場面で支援を
要する。特に入浴介護の時間帯は、規模に応
じて１名〜数名の介護職員が入浴介護を行う
間、居室では別の介護職員１名で複数名の利
用者、もしくは数名の介護職員が10名以上の
利用者への支援を行うこととなる。入浴介護
においては事故や怪我につながる様々なリス
クへの配慮とともに、一定の体力も求められ
る。居室で見守りを行っている職員も、入浴
以外の時間を過ごしている利用者の排泄介護
や不安を感じて歩き回る認知症の利用者への
支援など、専門的知識・技術が求められる支
援を担っている。その他にも、介護現場では

記録や申し送り・会議などの間接的な支援が
求められるため、一人当たりの業務量は多く
心身ともに負担は大きい。多くの施設では職
員の数を増やして対応しているものの限界は
ある。こうして日常的に十分な休憩がとれず、
そうした現場の実態を目の当たりにしている
からこそ、有給休暇の取得も困難に感じられ
ることとなる。中間管理職などの役職に就け
ば、さらに責任が大きくなる。
　そして、このような厳しい労働実態がある
にも関わらず賃金が低いことが問題視されて
きた。近年でも一般の労働者と比較した場合、
約９万円の賃金格差がある3。比較対象にも
よるため賃金水準そのものは必ずしも低くな
いとの指摘や、後述するように制度面でも処
遇改善が図られてきている経過はある。しか
し問われているのは、介護現場で働いている
者にとって業務内容に相応しい水準として認
識されているか、さらに今後は介護分野で働
いていない人も魅力を感じ、介護分野での就
労を希望しうる水準であるかどうか、という
点である。

３.  介護現場における人材確保・育成・定着
に向けた取り組みの実態と課題

　前項でみたように、介護人材の確保が求め
られるなかで、介護現場ではどのような取り
組みが行われているのだろうか。
　介護労働安定センター（2019a）の調査結
果のうち「採用における工夫」（複数回答）
をみると、全体では「介護資格や介護経験の
有無にこだわらないようにしている」（55.8％）
が最も高く、「職員や知人と連絡を密にとり、
人材についての情報の提供を受けている」
（51.5%）、「ハローワークや福祉人材センター
を頻繁に訪れている」（47.6％）、「新規学卒
者や若手にこだわらないようにしている」
（44.8％）が続いている。
　また「人材育成の取組みのための方策」（複
数回答）を就業形態別でみると、「教育・研
修計画を立てている」が正規職員（64.1％）・
非正規職員（56.5％）と、ともに最も高い割
合で挙げられている。これに次いで正規職員
は「自治体や、業界団体が主催する教育・研
修には積極的に参加させている」（40.8％）、「能
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力の向上が認められた者は、配置や処遇に反
映している」（37.8％）が高く、非正規職員は
「採用時の教育・研修を充実させている」
（31.3％）、「能力の向上が認められた者は、配
置や処遇に反映している」（28.5％）が高い
割合で挙げられている。
　介護福祉を専門的に学んだ新規学卒者が
減少傾向にある4ことから、介護現場では幅
広い対象・方法を視野に入れて人材確保を
行っている実態がある。とはいえ、このよう
な状況は目新しいものではない。1993年には
厚生省（当時）が「社会福祉事業に従事する
者の確保を図るための措置に関する基本的な
指針」（福祉人材確保指針）を打ち出し、「幅
広い人材」を確保する方向で対策が進められ
てきた。少子高齢化の進行に伴い人材不足の
問題が深刻化するなか、2007年の「『社会福
祉事業に従事する者の確保を図るための措置
に関する基本的な指針』の見直しについて」
（新人材確保指針）でも「多様な人材」を確
保していく方針が打ち出され、福祉以外の分
野の労働者や高齢者などが介護現場で就労
する道が開かれてきた。こうした人材確保の
方策は、一方では他分野で経験を積んだ労働
者の能力が介護現場で発揮されることで、支
援の質向上へつながる可能性がある。しかし
他方で、人材育成において問題が生じる面も
ある。
　筆者が関わって2012年に実施した調査5で
は、「人材育成上の問題」として「採用時期
が別々で効率的な人材育成ができない」「人
材育成の時間がない」「職員の知識・経験が
異なり効率的育成が困難」等が高い割合で挙
げられた。自由記述でも「新卒採用はほとん
どない、反面介護経験のない中高年の採用が
あり教育が難しい面もある」「福祉以外の学
校から就職する学生が多くなっているため今
まで以上に育てるのに時間がかかる。事業者
側もそのあたりの意識改革が必要」といった
内容がみられた。2018年に実施された東京都
社会福祉協議会ほか（2019）の調査結果6を
みると「人材育成の阻害要因」（複数回答）
として最も高い割合で挙げられたのは「人材
不足」（80.2％）であり、「人材の育成に必要
な方策」（複数回答）として最も高い割合で

挙げられているのも「人材の充足」（64.5％）
である。すなわち介護現場では利用者への支
援等に追われ、人材育成へ十分に人員を割け
ない実態があり、その対策が課題となってい
る。人材育成の阻害要因としては、次いで「指
導する職員の力量不足」（56.9％）が高い割
合で挙げられているが、ここには「多様な人
材」を受け入れてきた影響が出てきているこ
とも推察される。また、そもそも介護福祉の
専門教育を受けた者も、教育・指導の方法論
を学んでいるわけではない。この点について
の対策を検討していくことも課題であろう。
　介護労働安定センター（2019a）より「早
期離職防止や定着促進のための方策」（複数
回答）の結果をみると、全体では「本人の希
望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改
善に取り組んでいる」（69.9％）が最も高く、
続いて「残業を少なくする、有給休暇を取り
やすくする等の労働条件の改善に取り組んで
いる」（56.5％）、「職場内の仕事上のコミュニ
ケーションの円滑化を図っている（定期的な
ミーティング、意見交換会、チームケア等）」
（55.0％）、「非正規職員から正規職員への転
換の機会を設けている」（51.6％）、「能力や仕
事ぶりを評価し、賃金などの処遇に反映して
いる」（42.9％）、が高い割合である。これら
の取り組みについて最も効果のあった方策を
就業形態別でみると、正規職員は「残業を少
なくする、有給休暇を取りやすくする等の労
働条件の改善に取り組んでいる」（20.2％）が
最も高く、次いで「本人の希望に応じた勤務
体制にする等の労働条件の改善に取り組んで
いる」（18.2％）、「賃金水準を向上させている」
（12.1％）となっている。非正規職員は「本人
の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件
の改善に取り組んでいる」（33.1％）が最も割
合が高く、次いで「残業を少なくする、有給
休暇を取りやすくする等の労働条件の改善に
取り組んでいる」（9.3％）、「賃金水準を向上
させている」（8.7％）であった。
　以上のように、介護現場においては人材の
確保に加え、育成や定着促進に向けた対策が
一定程度実施されているといえる。しかし同
時に、前項でみた介護労働者の離職理由や働
くうえでの悩み・不満へ十分に対応できてい
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ない面もあると考えられる。特に小規模な事
業体は人員・物的条件・財源などが限られて
いるため対策を実施すること自体が困難であ
ることが推察される。また、規模に関わらず
各種方策の効果についても実施率に比べて効
果があったと回答されている割合は低い。対
策を行っていても効果が実感されない背景に
は、対策のミスマッチや内容の不十分さがあ
るとも考えられる。先にも取り上げた東京都
社会福祉協議会ほか（2019）によれば、「人
材定着の阻害要因」として挙げられたのは「人
材不足」（50.5％）が最も多く、「職員間のコ
ミュニケーションの向上」（39.3％）、「仕事の
内容に給与が見合っていない」（32.3％）、「夜
勤や休日出勤等の不規則な勤務形態への対
応」（28.1％）、「新人育成システムが充実して
いない」（28.1％）が続いている。これらの結
果は介護労働安定センターの調査結果で確
認したとおり介護現場でも対応が図られてい
る内容であるが、その効果が不十分である可
能性を示唆している。

４.  国による介護人材確保対策の課題
　現在、国は「総合的な介護人材確保対策」

（主な対策）として、図表２の内容を打ち出
している。処遇改善については「平均5.7万
円の改善」という実績が示されており、離職
防止・定着促進に関しては前項でみたとおり
わずかに改善傾向にある。そして、留学生を
はじめ外国人介護人材の受け入れも進んでき
ている7。
　それでもなお、介護現場の人材不足感は上
昇傾向にあり、平成30年度の時点で67.2％の
事業体が不足感8を示している（図表３）。
　介護労働安定センター（2019a）より「採
用した者の人数・質についての評価」をみて
も、全体で「人数・質ともに確保できている」
は14.8％にとどまっており、「人数は確保でき
ているが、質には満足していない」（25.0％）、
「質には満足だが、人数は確保できていない」
（23.5％）、「人数・質ともに確保できていない」
（31.7％）という状況がある。その背景には少
子高齢化が進む速さに加え、既述したように
介護現場における対策の問題点もある。しか
し、介護人材確保の最終的な責任を負ってい
るのは国（政府）である。そのため、国の対
策が介護現場の実態や課題へ対応している
かどうかを検証していく必要がある。この点
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図表 2　国の主な介護人材確保対策

出所：社会保障審議会介護保険部会(第83回)資料「介護人材の確保・介護現場の革新〈参考資料〉」より抜粋
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に関して、いくつかの課題を挙げたい。
　介護労働安定センター（2019a）より「介
護サ－ビス事業を運営する上での問題点」（複
数回答）をみると、全体では「良質な人材の
確保が難しい」（56.3％）が最も高く、次いで
「今の介護報酬では、人材の確保・定着のた
めに十分な賃金を払えない」（48.0％）、「経
営（収支）が苦しく、労働条件や労働環境改
善をしたくても出来ない」（32.0％）となって
いる。つまり、賃金をはじめ労働条件・労働
環境の改善が不十分なままに止まっているの
は、国による介護報酬のコントロールが介護
サービス事業体経営へ及ぼしている影響によ
る。
　2000年以降、財政問題を理由に介護サービ
ス事業体の運営資金となる介護報酬はマイナ
ス改定が続いてきた。また競争的な経営環境
が社会福祉事業の領域に作られるなかで「コ
スト削減」のために社会福祉法人でも人件費
の削減が進められてきた（北垣�2017）。その
後、人材確保問題の深刻化により介護報酬の
見直しや処遇改善加算などの対策が国によっ
て講じられてきているものの、労働条件・労
働環境の改善を図る事業体にとっては未だ十
分ではないことを上記の結果は示している。
そのため、現在実施されている処遇改善策が
実際にどの程度の効果があるのかを確認する

だけではなく、より積極的に介護報酬そのも
のの引き上げを行っていくことが課題であ
る。
　また、前項の内容も踏まえて介護現場の人
材育成策や定着促進策を国として支えようと
するならば、介護現場の人員体制を強化する
ための人員配置基準の見直しを行っていくこ
と、そのための財源確保を行っていくことも
重要課題である9。
　そして最後に、現在の介護人材確保対策の
内容をみると、量的確保としての性格が強く
質的確保の問題が後景に退いているように思
われる。介護福祉労働には高い専門性が求め
られる。例えば、外形的には同じように食事
介護を行っているように見えても、介護労働
者が有している知識や技術、経験によって、
利用者にとっての意味は全く異なるものとな
る。利用者が抱える生活上の問題は、各種の
疾患・障害や、それが心身の機能および生活
行為に与える影響、さらには個々人の生活歴
や現在置かれている生活環境、そして現在・
将来の希望など、様々な要素が複雑に絡み合
うなかで生じている。その一人ひとりの様態
を把握し、支援の方向性を導き出し、利用者
や生活環境へ働きかけていくのである。その
本質的な目的は単に利用者の日常生活行為の
遂行を支援することではなく、生きる意欲を
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図表 3　不足感の推移（単位：％）

出所：介護労働安定センター「平成30年度介護労働実態調査の結果」より
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引き出し、尊厳と生きがいをもって生活を営
むことを支援することにある。そして、この
ような介護実践を行うためには、高度なコミ
ュニケーション技術をはじめとする介護技術
とともに豊富な知識と経験の蓄積が必要であ
り、仮に介護福祉士養成教育を経た後も、5
年・10年と様々な障害・疾患をかかえる人々
への支援に関わり、継続的に学習を重ねてい
くことが求められる。このことは、筆者自身
がホームヘルパーとして介護現場で経験を重
ねるとともに、介護福祉士養成校の教員とし
て従事するなかで実感してきたことである。
　今後「多様な人材」の確保が進んでいった
先に、現場における介護の質向上も実現され
ていくのかどうか。この点についても鋭く問
われなければならない。
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